
水質汚濁防止法水質汚濁防止法水質汚濁防止法水質汚濁防止法がががが改正改正改正改正されましたされましたされましたされました    
 

 

１ 特定事業場からの排出水の測定結果について、その記録の保存が義務づ

けられるとともに、測定結果の記録や保存を行わなかったり、虚偽の記

録を行ったりしたことに対する罰則が設けられました。 （法第１４条） 

 

 ２ 事業場における事故について、事故時の措置の対象となる物質や施設が

追加されました。                （法第１４条の２） 

 

 ３ 事業者は、法による規制のほか、事業活動に伴う汚水や廃液による公共

用水域や地下水の水質汚濁の防止に努めるよう、規定されました。 

                           （法第１４条の４） 

 

施行日：平成２３年４月１日 

 

１ 排出水の汚染状態の測定等について（法第１４条） 

   年年年年 1111 回以上回以上回以上回以上、、、、特定事業場特定事業場特定事業場特定事業場からのからのからのからの排出水排出水排出水排出水についてについてについてについて、、、、必要必要必要必要なななな項目項目項目項目のののの水質水質水質水質検査検査検査検査

をををを行行行行ないないないない、、、、そのそのそのその記録記録記録記録をををを保存保存保存保存してしてしてしてくださいくださいくださいください。。。。    

   

今回の改正により、これまで明確でなかったり、定めがなかったりした

自主測定の測定項目や測定頻度等が明確に定められました。 

 

改正前 改正後

検査項目
排水基準に定められ
た項目

排水基準に定められた項目のうち、法施行規則様式第１別紙
４「排出水の汚染状態」欄に記載された項目（注１）

検査頻度 － 年1回以上（注２）

採水時期 － 水質がもっとも悪いと推定される時期及び時刻

様式第８への記録 法施行規則様式第８への記録に加え、計量証明書等（注３）

排
出
水
の
測
定

記録の保存
 

（注１）様式第１別紙４については、別紙を参照 

（注２）温泉を利用する旅館業については、一部の項目の測定は 3 年に 1 回以上 

（注３）様式第８には全ての検査結果を記録し、計量証明書等とともに 3 年間保存 

（自主測定、委託測定も含めた全て。不適合であった結果も含めて全て。） 

    自ら測定を行った場合は、試料の採取記録、計算結果記録表、クロマトグラ

ム等のチャート類等の資料も保存してください。 

    委託による測定を行った場合は、計量証明書を保存してください。（計量証明

書に記載された事項は、様式第８への記載を省略することができます。） 

  なお、分析を委託していても、採水を自ら行った場合は、採水に関する資料

（試料の採取記録）を、自ら測定を行った場合と同様、保存してください。 

     

※ 山梨県の登録を受けた計量証明事業者は、県のホームページで確認できます。 

（事業の区分に「濃度」を含む事業者に委託してください。） 

 http://www.pref.yamanashi.jp/keiryo/27935947376.html 

 



対　　象

有害物質を含む水

生活環境項目生活環境項目生活環境項目生活環境項目についてについてについてについて排水基準違反排水基準違反排水基準違反排水基準違反のおそれがあるのおそれがあるのおそれがあるのおそれがある水水水水

指定施設指定施設指定施設指定施設((((注注注注1111))))のののの設置者設置者設置者設置者 有害物質又有害物質又有害物質又有害物質又はははは指定物質指定物質指定物質指定物質((((注注注注2222))))をををを含含含含むむむむ水水水水

貯油施設等の設置者 油を含む水

特定事業場の設置者

２ 事故時の措置について（法第１４条の２） 

   事故事故事故事故がががが発生発生発生発生したしたしたした場合場合場合場合はははは、、、、直直直直ちにちにちにちに、、、、有害物質等有害物質等有害物質等有害物質等のののの排出及排出及排出及排出及びびびび浸透浸透浸透浸透をををを防止防止防止防止するするするする

ためのためのためのための応急応急応急応急のののの措置措置措置措置をををを講講講講じてくださいじてくださいじてくださいじてください。。。。    

            速速速速やかにやかにやかにやかに事故事故事故事故のののの状況状況状況状況等等等等をををを所在地所在地所在地所在地をををを管轄管轄管轄管轄するするするする林務環境事務所林務環境事務所林務環境事務所林務環境事務所（（（（甲府市内甲府市内甲府市内甲府市内のののの

場合場合場合場合はははは甲府市役所甲府市役所甲府市役所甲府市役所））））にににに届届届届けけけけ出出出出てくださいてくださいてくださいてください。。。。 

 

   事故時の措置：施設の破損等の事故により、有害物質や油等が公共水域

に排出され（又は地下に浸透し）、生活環境等へ被害を及ぼ

すおそれがある場合の措置 

       

今回の改正により、事業場で発生した事故のうち、応急措置の実施と県

への報告が義務づけられる事故の範囲が拡大されました。    

 

 

 

 

 

 

                  

＊太枠内が改正により拡大された部分 

   （注１）指定施設とは、有害物質を貯蔵・使用する施設又は指定物質(注 2)を製造・

貯蔵・使用・処理する施設 

    （注２）指定物質については、別表をご覧ください。 

 

３ 事業者の責務について（法第１４条の４） 

   水質汚濁防止法や山梨県生活環境の保全に関する条例による規制を受け

るもののほか、事業活動に伴い発生する汚水等の公共用水域への排出や地

下への浸透に係る状況を把握し、水質汚濁の防止のための自主的な取組み

をお願いします。 

    

 

お問い合せ先 

 山梨県庁大気水質保全課水質担当（電話０５５－２２３－１５１１） 

 

 工場・事業場の所在地を管轄する林務環境事務所環境課 

  中北林務環境事務所（電話０５５１－２３－３０９０） 

峡東林務環境事務所（電話０５５３－２０－２７３９） 

峡南林務環境事務所（電話０５５－２４０－４１４１） 

富士・東部林務環境事務所（電話０５５４－４５－７８１１） 

 

 ＊甲府市内の工場・事業場にあっては、甲府市環境部環境保全課公害対策係に 

（電話 055-241-4312）お問い合わせください。 



別紙４

排出水の汚染状態及び量

工 場 又 は 事 業 場 に
お け る 施 設 番 号

排 種 類 ・ 項 目 通 常 最 大 通 常 最 大
出

水

の

汚

染

状

態

排 出 水 の 量 通 常 最 大 通 常 最 大
（ｍ ／日）３

そ の 他 参 考 と

な る べ き 事 項

備考 排出水の汚染状態の欄には、当該特定事業場の排出水に係る排水基準に定められた事項に
ついて記載すること。

○水質汚濁防止法施行規則 様式第１（別紙４）          別 紙 

＊ 特定施設の使用方法等に変更があり、排出水の汚染状態が届出と異なっている場合は、

管轄の林務環境事務所に相談の上、水質汚濁防止法第７条に基づき変更届出を行ってく

ださい。 

 

 

○水質汚濁防止法施行規則 様式第８ 

                                

この欄に記載された項目について 

測定が必要です。 



 別 表 

 

 


